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１．本事業の概要

◆本事業において「企業間ビジネスデータ連携基盤」整備のために以下の2点を実施する

１．.実証プロジェクトを通じて企業間データ連携による企業の生産性向上効果を実証検証する

2．データ連携プロバイダ経由で企業の業務アプリ間で容易にデータ交換できることを実証する

◆受発注業務をスタートとしてビジネスデータ連携基盤の普及と自走化のための体制整備を行う

1．中小企業全体へ普及させ、中小企業トータルの生産性向上底上げの方策を立案する。

２．中小企業が第4次産業革命の一翼を担い新しいビジネスモデル構築へ取り組めるようにする。

中小企業共通EDI

インダストリー4.0、IoT等
への取組み

事務処理の
省力化

在庫の削減・最
適化

取引データの蓄積・
分析による戦略的

利活用

サプライチェーンを
通じた生産管理の
効率化、最適化

金融EDIとの
連携

取引データの
デジタル化

企業間・企業内
データの連携

IoT、
FinTechと
の連携

生産コストの削減・
人手不足の解消

中小企業の
企業内外業務のIT化促進

IoTとの連携

金融・商流EDI連携
による資金繰り改善

新ビジネスモデル
の創出

企業間連携の拡張
によるイノベーション

創出
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２．本事業の背景と目的（１/２）

本事業実施の背景と目的

中小企業の受発注業務を含むビジネスデータ連携については、業種の垣根を越えた汎用的なビジネスデータ連携
基盤が存在しないことから、次のような問題が生じている。

紙注文書層取引

大手企業

Tier1企業 Tier1企業

大手企業

Tier1企業 Tier1企業

業界EDI層取引

WEB-EDI層取引

【課題２】独自
WEB-EDIでバラ
バラに接続

中小企業共通
EDIへの置換え
を目指す

多画面
問題

多画面
問題

中堅企業中堅企業 中堅企業中堅企業

中小企業中小企業中小企業中小企業中小企業 中小企業

【課題１】FAX・
紙帳票の取引
が継続ＦAX

取引

業界EDI

接続サーバー

Ｂ業界標準EDI-ASP
Ａ業界標準EDI-ASP

WEB-EDI

サーバー

業界EDIが相互
に繫がらない

×
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２．本事業の背景と目的（２/２）

①業種の垣根を越えた企業間ビジネスデータ連携基盤（以下「データ連携基盤」という。）の仕様を決める

②データ連携基盤を用いて、データ連携サービスを提供するサービスプロバイダーの要件を決める

③データ連携業務アプリケーションの要件を決める

本事業実施の背景と目的

① 上記課題に悩む企業群に「ビジネスデータ連携基盤」を適用し、企業間及び各データ連携プロバイダ間でデータの連携を確認し、そ
の結果、中小企業の生産性が大幅に向上することを検証する

② ビジネスデータ連携基盤が永続的に維持・運用されるビジネスモデルを提案する

課題解決のためのステップ①「委員会活動」によってつながるための仕様を決める

課題解決のためのステップ②「調査実証プロジェクト」によってつながること及びその効果を検証する

◎前述のような中小企業のIT化を阻む多くの課題は、各企業や業界団体が個別に取り組んでも解決できない。特に

中小企業には、国として、安価で参加しやすいビジネスデータ連携の情報基盤（インフラ）を提供することが中小企業
の生産性向上底上げの有効な解決手段である。ただし、この情報連携基盤も提供者にとってビジネスとして十分に
成立するものでなければ、継続的な方策にはならない。

◎また、本事業においては、企業に情報基盤を提供する事業者が、より簡便で将来性のある仕様を共通で利用すると

いう認識をもたなければ、次のステージには進めない（共通利用領域と競争領域を明確にする）

そこで、本事業の目的は・・・
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整備委員会における検討事項

＊整備委員会では次の検討を行う

ⅰ）ビジネスデータ連携基盤の仕様策定

• ビジネスデータ連携基盤の仕様は、業界に特定されない国際標準（国連ＣＥＦＡＣＴ標準）を基盤としおり、あらゆる
業務領域で柔軟に企業間データを変換することによる連携が実現できる。

• ビジネスデータ連携基盤は中小企業共通EDI基盤を金融連携、IoT連携へ拡張した企業間データ連携基盤である。

３．課題解決のためのステップ①「委員会活動」
整備委員会における検討事項（１/３）

中小企業
共通EDI

プロバイダ

オンプレミス
業務アプリ

クラウド
業務アプリ

変
換

受注企業固有フォーマット
（CSVファイル）共通辞書

国連CEFACT

国際標準

共通
I/F

クラウド
業務アプリ

中小企業
共通EDI

プロバイダ

EDI通信PKG

オンプレミス
業務アプリ

変
換

共通
I/F

オンプレミス
業務アプリ

変
換

共通
I/F

EDI通信PKG

中小企業
共通EDI

メッセージ

中小企業
共通EDI

メッセージ

中小企業
共通EDI

メッセージ

クラウド業務アプリ連携方式①

中小企業共通EDIメッセージ
（XMLファイル）

API接続

メールボックス

メールボックス

クラウド業務アプリ連携方式②

オンプレミス業務アプリ連携方式

中小企業共通EDI基盤全体図
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整備委員会における検討事項

ⅱ）データ連携基盤の実装にあたり必要なツール整備

• データ連携基盤を活用し、また策定された業務領域メッセージ仕様を登録・公開して再利用を促進するための、下
記のツール類を開発する。

１．共通辞書活用ツール

イ）レジストリ管理システム

ロ）リポジトリ管理システム

ハ）メッセージ設計支援

ニ）システムツール活用マニュアル

２．共通ITツール

イ）データ連携パッケージなど

３．課題解決のためのステップ①「委員会活動」
整備委員会における検討事項（２/３）

共通辞書活用ツール
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ⅲ）実証プロジェクトの公募要領策定

• 本事業で実施するデータ連携調査実証（以下。「実証プロジェクト」と 呼ぶ）において実証すべき要
件を公募要領として策定する。併せてこの実証プロジェク ト申請が要件を満たしていることを審査す
る際の審査基準を策定する。

ⅳ）実証プロジェクトにおいて下記の事項を検証する。

イ）中小企業の生産性向上の効果検証

ロ）企業間の円滑なビジネスデータ交換の検証

ⅴ）委員会での検討に必要な調査を実施する。

イ）中小企業の生産性向上の検証

ロ）金融 EDI と商流 EDI との連携方策について調査

ハ） 第四次産業革命や IoT と本事業で実証検証を行うビジネスデータ連携基盤との連携方策を調査

二） 既存のEDI普及阻害要因を解析し、今後の自走化と普及方策へ展開するための調査

ⅵ）その他、本事業の目的達成、ならびに本事業終了後の普及策について必要な検討を行う。

３．課題解決のためのステップ①「委員会活動」
整備委員会における検討事項（３/３）

整備委員会における検討事項
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委員会の実施事項 実証ＰＪ公募・選定

４．課題解決のためのステップ②「調査実証プロジェクト」
実証プロジェクトの公募・選定

＜PJ公募・選定手順＞

 整備委員会で策定した仕様書に基づき、以下の要件を満たす１０程度のモデルプロジェクトを公募する。

 経済産業省、中小企業団体（日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会）、ITベンダー
関係団体等へ周知の協力を依頼。

 PJ選定に関しては、整備委員会の中から３～５名の委員の方に「実証PJ選考委員」として参加いただく。

STEP1

募集要領および

応募書類策定

STEP2

募集

（公募）

STEP3

実証PJ選考委員会

による書類選考

（10～15社程度選定）

STEP4

実証PJ選考委員会

によるヒアリング

（10社程度選定）

STEP5

整備委員会

による最終選出

（企業信用調査）

STEP6

再委託契約

実証プロジェクトの公募要領案については、

本日の審議事項とさせていただきます
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事務局と委員会の体制とメンバー

事業推進体制

５．事業推進体制

中小企業庁様

実証ＰＪ部会 技術部会

業種の垣根を越えたデータ連携システム整備委員会

実証Ａ 実証Ｂ ・・・ 10案件程度

ツール開発

・共通辞書活用ツール

・共通ITツール
データ連携パッケージ

開発委託先

各実証プロジェクト管理法人

ＩＴコーディネータ協会（ＮＴＴデータ経営研究所）

実証C

監修

技術監修

委員会事務局

実証PJ部会
事務局 技術部会事務局

全体事務局
契約管理、予算実行管理、モデルプロジェクトの公募を実施

PJ管理 技術監修

連携

再委託契約

開発契約

監修

実証PJ審査会

部会、審査会の運営については、

本日の審議事項とさせていただきます



ＩＴコーディネータはＩＴ経営を実現する
プロフェッショナルです


